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医療従事者の安全性について求められる特別な配慮

患者や医療従事者の安全性および感染防御については、予見
可能な事故や傷害、防止可能な感染、ならびに防止可能なハ
ザーダス・ドラッグへの曝露のリスクを下げることによって改
善できる余地がまだある。

職場での傷害や疾患による損害は、国レベルの政策を必要
とする大きな問題でもある。あらゆる産業ならびに経済分野
の労働者にとって回避すること、および予見可能な事故、傷
害、ならびに危険な生物学的および化学的リスクを防ぐこと
は、適用法の下、労働安全衛生問題として保障されている。

患者と医療従事者の安全性を高めるために、包括的ガイドラ
インおよび命令を実行に移すことによって、次の3つの成果を
上げることができるだろう。 1)医療の質の向上 2)回避可能
な事故および傷害の減少 3)医療コストの効果的管理、等の
活動。

職場でのB型肝炎ウィルス、C型肝炎ウィルス、およびHIVを
含む血液感染性病原体のような危険な生物学的因子への曝
露は、世界中の医療従事者にとって重大な健康・安全性に対
するリスクとなっている。針あるいはその他鋭利な機器を原因
とする極めて小さな皮膚への穿刺でも、医療関係者あるいは
医療施設従業員の生命を脅かす可能性がある感染症の原因
となる30種を超える血液感染性病原体に曝す結果となる。1

これに加え、B型肝炎ウィルス感染に必要な血漿の量は極わ
ずかに過ぎない。2

看護師は最も血液曝露に曝されやすい職業であるが、それは
血液曝露が病室および手術室で最も多く起こるからである。
しかしながら医師および医療補助スタッフ－検査技師、清掃
人等－もまた汚染された製品を不適切に取り扱ったり廃棄し
た場合、使用中および使用後に血液曝露を被りやすい。しか
しながら安全対策を施された機器を使用し、感染防御対策
を取っていれば、こうした曝露の多くは防ぐことができる。3 

世界保健機関（WHO）は医療関連感染（HAI）を最も防止可
能な死亡および罹病の原因としている。4回避可能なHAIの治
療コストは甚大であるが、安全・感染管理を促進することに
よって大きく減らすことができる。

医療従事者の安全性は本人だけでなく、その家族、職場、地
域社会、産業分野、そして国にとってもかけがえのないもので
ある。予見可能な事故を防ぐには政府、雇用者、労働者、そし

てその他関係者が一体となって防止対策を総合的・体系的に
実施する必要がある。

ハザーダス・ドラッグの搬送、調剤、投与、および廃棄に係
わる医療労働者は、こうした空気中あるいは作業表面、衣服、
医療機器、およびその他表面にある有毒な化学物質に曝露
する恐れがある。結果として臨床に係わる労働者も係わらな
い労働者も、安全な取扱いに関する注意を守らずにハザーダ
ス・ドラッグを扱う時、または汚染表面に触れる時には、曝露
される危険性がある。

がんの化学療法、抗ウイルス剤治療、ホルモン療法およびそ
の他治療法に用いられるハザーダス・ドラッグに頻繁に曝露
されると、たとえその量が極めて少なくとも、そうしたものに
触れるようになる労働者の健康に重大な結果をもたらす。5 
米国政府が定めたガイドラインは、ハザーダス・ドラッグの取
扱い方法を定めているが、ガイドラインの遵守は求められて
おらず、こうしたガイドラインの遵守は散見されるにとどまっ
ている。6, 7, 8, 9

2004年、米国労働安全衛生研究所（NIOSH）は、医療環境
においてハザーダス・ドラッグを扱う作業、またはその近くで
の作業は、がん、生殖および発生問題、アレルギー反応、なら
びにその他有害作用の原因となる可能性があり、これらは低
レベルの曝露でも不可逆的である可能性があるとする警告
を国民に出した。10

現行の自発的ガイドラインへの遵守に欠けることは、医療関
係者にとって安全上のリスクであり、包括的な基準を策定し、
ハザーダス・ドラッグの安全な取扱いを担保する努力をしな
ければならない。

雇用主は予見可能な職場リスクを排除または管理する責任が
ある。医療従事者に関しては、鋭利物による傷害は予見可能
な職場リスクであり、国際的に重大な問題とされ、特に針刺
し損傷とハザーダス・ドラッグへの曝露は重大とされている。
針刺し損傷の最も大きなリスクは、B型肝炎、C型肝炎、なら
びにHIVのような血液感染性ウイルスの伝播である。

ハザーダス・ドラッグの取扱いが増える場合について、WHO
は今後20年間に、人数としてがん症例が50%増えると予想
している。11
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がん症例数の増加は、より強力な化学療法薬を必要とするこ
とになり、医療従事者の職業曝露リスクを上昇させることに
なるだろう。

多くの状況において、研究薬や実験薬は、そうでないことが
証明されるまでは危険物と見なされるべきである。さらに化
学療法薬や、その他ハザーダス・ドラッグは関節炎や多発性
硬化症といった非悪性の疾患の治療にも用いられていると報

告されている。こうした使用は獣医学の分野にも広がってい
る。

概して、予防志向型のパラダイムへシフトする中で、特に患者
および医療従事者の安全性を高め、ハザーダス・ドラッグに
よる危険リスクへの曝露に対する防止へ向けた政策が不十分
な状況にある。
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Medical Care Act 2012 
台湾：　アジア地域におい
て安全機構付針の使用を
義務付ける立法をおこ
なった国/地域	
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世界における針刺し損傷防止に関する法制化	


医療従事者の安全、針刺し損傷防止のため
の法律が施行されている	


2013年までに医療従事者の安全、針刺し損
傷防止のための法律が施行される予定	


鋭利器材による損傷防止のためのガイドラインがあ
るが、包括的かつ拘束力のある法律はない	


病院評価のために鋭利器材による損傷の報告が
義務付けられている	


凡例　針刺し損傷防止に関する状況	


医療従事者の安全性を強化するための	
  
包括的な法制化やガイドライン	


WHO	
  の新しい注射安全性方針とグローバル
キャンペーン	


毎年、世界中で少なくとも160億にの
ぼる注射が行われている。	
  WHO	
  と注
射安全性グローバル ネットワーク	
  
(SIGN)	
  は、注射の合理的で安全性な
使用を促進する事を目指している。	
  
	
  
その主な目的は、	
  	
  

(1) グローバル コミュニケーション・
キャンペーンと医療従事者へのト
レーニングを通して、注射器の再
使用と針刺し損傷を防止する。	
  

(2) 安全性装置付注射器の使用を促
進して、安全性をより高める。	
  

(3) WHO	
  とSIGN	
  ネットワークの過去の
調査結果を活用する。	
  

出典:	
  WHO,	
  2015:	
  h-p://www.who.int/injec9on_safety/en/	
  
出典:	
  WHO,	
  2015:	
  
h-p://www.who.int/injec9on_safety/global-­‐campaign/injec9on-­‐
safety_guidline.pdf?ua=1	
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閉鎖系搬送装置による安全な取扱い	


安全な廃棄	
安全な投与	
安全な 取扱い	
安全な調剤	


閉鎖系搬送装置 (CSTD) と共に手袋、保護衣、マスク、換気機能付き
フードなどの安全対策を用いる事により、ハザーダス・ドラッグの調剤・取
扱い・投与・廃棄などを行う際の安全レベルの向上が立証されている。	


ハザーダス・ ドラッグ (多くの抗腫瘍薬を含む）の毒性と、長期曝露による
危険性は、医療従事者の抜毛、皮膚炎、不妊、流産、肢体不自由児の出
産、白血病、その他のがんの発症原因として立証されている。	





